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　皆さんは日本の小売店でタイ産マンゴウ、米国

産サクランボ、オーストラリア産オレンジなどの

生果実が売られているのを見かけたことがあると

思います。これらは本来であれば、日本への輸入

ができない「輸入禁止植物」に該当します。では、

なぜ日本で流通しているのかについて説明します。

１．輸入禁止植物
　植物防疫法では、万一日本に侵入した場合、日

本の農業に甚大な被害が予測され、かつ輸入時の

検査では見つけにくい病害虫の寄主となる植物の

輸入を禁止しています。

　例えば、世界に広く分布するミカンコミバエ種

群（Bactrocera dorsalis species complex）（ハエの一種）

は、多種類の植物に寄生し、果実を腐敗・落果させ、

収穫量が見込めなくなるような甚大な被害を引き

起こす害虫で、卵を生果実の内部に産み付けるた

め、輸入時の検査で見つけにくいことからこの害

虫の発生地域からの寄主植物となる生果実を輸入

禁止植物としています。

　ミカンコミバエ種群のような日本が特に侵入を

警戒している病害虫が寄生する植物は、生果実、

野菜、種苗、乾牧草など多岐にわたり、更に国や

地域により発生している病害虫が異なるため、同

じ植物でも輸出国によって輸入禁止植物に該当す

る場合としない場合があります。

　詳しくは植物防疫所のホームページで調べるこ

とができます。

(http://www.pps.go.jp/eximlist/

Pages/exp/condition.xhtml)

２．条件付き輸入解禁植物
　本来であれば輸入禁止の生果実などがなぜ日本

で流通しているのか、その理由は次のとおりです。

　日本の小売店で販売されている輸入禁止植物は、

輸出国で輸入禁止の原因となる病害虫を殺虫・殺

菌できる消毒などの特別な処置を行うなどの条件

を満たして輸入された植物、すなわち「条件付き

輸入解禁植物」だからです。条件付き輸入解禁植

物とは、輸出国からの輸入解禁要請を受けて輸出

国と日本との間で合意した特別な検疫条件を満た

した植物として輸入が認められ、禁止が解除（解禁）

された植物のことです。

　検疫条件は、両国間の合意により設定され、輸

出される国や地域、対象となる病害虫によって様々

です。輸出国での消毒（殺虫処理など）、あるいは

対象となる病害虫の発生調査を実施し、発生の無

い地域を指定し、その指定地域で生産された植物

に限って輸入を認めるといった措置が病害虫の侵

入防止の主要な条件となっています。

３．条件付き輸入解禁植物の例
　冒頭で紹介した３種類の生果実について検疫条

件を一部紹介します。

輸入禁止植物と

条件付き輸入解禁植物

輸入禁止植物と

条件付き輸入解禁植物

植物防疫情報 No.47 1



　タイ産マンゴウは、ミカンコミバエ種群及びウ

リミバエ（Bactrocera cucurbitae）というハエの一

種を殺虫するため、生果実の品質を損なうことな

く、飽和水蒸気で果実を加熱する蒸熱処理が行わ

れます。

　米国産サクランボは、コドリンガ（Cydia pomonella）

というガの一種を殺虫するため、輸出前に臭化メ

チルという薬剤で果実を消毒する方式、又は、生

産地で発生調査及び生果実調査を実施してこの害

虫がいないことを証明する方式の２種類の検疫条

件が設定されています。

　オーストラリア産オレンジは、チチュウカイミ

バエ（Ceratitis capitata）及びクインスランドミバ

エ（Bactrocera tryoni）というハエの一種を殺虫す

るため、果実を一定期間低温で保管する低温処理

の方式、又は、生産地で発生調査及び生果実調査

を実施してこの害虫がいないことを証明する方式

の２種類の検疫条件が設定されています。

条件付き輸入解禁植物の例示

オーストラリア産オレンジ

　これらの処理の他、未処理の植物が混入したり、

処理後の植物に再び対象病害虫が付着するなどの

汚染を防止するため、輸送方法、こん包の形状な

どにも条件が設定されています。

　これらの様々な条件は、輸出国で的確に実施さ

れなければ意味を成しません。このため、日本の

植物防疫官は輸出国に出向き、輸出国が実施する

現地での消毒や調査、並びに輸出検査が適切に実

施されていることの確認も行っています。

４．おわりに
　このように、多くの条件をクリアした植物が日

本へ輸入され、販売されています。

　海外の小売店、空港の免税売店などで売られて

いる果物や野菜は、日本で売られているものと同

じに見えても、上述の検疫条件を満たしていない

ため、日本に持ち込めない輸入禁止植物となるこ

とが多いです。

　海外の店頭に並ぶ輸入禁止の果実や野菜をその

まま持ち込むことは、日本に病害虫が侵入・まん

延してしまう危険性があるため、少量であっても

許されません。海外旅行のお土産に植物の持帰り

をお考えの方は、必ず輸入禁止植物に該当しない

植物であることを事前に確認する必要があります。

　なお、輸入禁止植物に該当しなくても、輸出国

政府機関が発行する検査証明書（Phytosanitary 

certificate）を添付し、入国の際は輸入検査を受け

る必要があるのでご注意ください。

　条件付き輸入解禁植物の詳細については、植物

防疫所ホームページで確認できます。

（https://www.maff.go.jp/pps/j/law/

houki/kokuji_joken_index.html）

　今後とも、植物検疫にご理解とご協力をお願い

します。
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　令和４年は沖縄が本土に復帰して50年の節目に

あたり、当時の沖縄を舞台にしたテレビドラマが

放映されたのをはじめ、国内で各種イベントが開

催されるなど注目を集めました。沖縄における植

物検疫行政を所管する那覇植物防疫事務所も今年、

誕生から50周年を迎えたので、この機にこれまで

の歩みを振り返りたいと思います。

１．前身（戦前〜米領下での植物検疫）
　沖縄での植物検疫は、昭和２（1927）年に那覇

港が輸入・移入・輸出の検疫を行う港として指定

された時に始まりましたが、昭和20（1945）年、

敗戦により、植物検疫機関はアメリカ政府の統治

下となりました。その後、昭和26（1951）年に琉

球臨時中央政府が設置され、翌年に琉球列島植物

防疫法が公布されるとともに琉球植物防疫所が設

置され、植物検疫業務が再開されました。昭和33

（1958）年には新たに琉球植物防疫法が制定され、

本土に準じた規程が整備されたことで、より的確

な植物検疫行政が行えるようになりました。

２．那覇植物防疫事務所の誕生
　昭和47（1972）年５月に沖縄が本土に復帰する

と、琉球植物防疫所を継承する形で那覇植物防疫

事務所が発足し、同時に泊、那覇空港、平良及び

石垣の４出張所が設置されました。

　本土復帰によって新たに駐留米軍物資の輸入検

疫業務が始まりましたが、復帰前から行われてい

た先島諸島や久米島と沖縄本島間でのウリミバエ

（Bactrocera cucurbitae）を対象としたウリ類などの

移動規制が復帰後も残り、また、ミカンコミバエ

（Bactrocera dorsalis）、ウリミバエが発生していた

ことから本土への青果物の移動も制限されたまま

でした。復帰を境にそれまでの外国扱いによる煩

わしい税関手続きや出域手続きが廃止になる中、

なお植物検疫による規制が続くこととなったため、

当時の機関紙には植物防疫官が旅行客への説明に

苦労していた様子が記されています。

復帰の日、新しい表札を掲げる職員

３．誕生後～昭和時代
【輸入検疫】

　昭和48（1973）年には復帰記念沖縄特別国民体

育大会（若夏国体）、昭和50（1975）年には沖縄

国際海洋博覧会が開催され、人の往来や物流も次

第に盛んになっていきました。

若夏国体での移動取締り風景

　また、同年には嘉手納飛行場における植物検疫

を円滑に行うため、嘉手納出張所が新たに設置さ

れました。

　復帰後の輸入検疫での検査量の推移をみると、

昭和48（1973）年から昭和63（1988）年までの

15年間で、切花12.6倍、野菜3.4倍、穀類・豆類2.0

倍と大幅に増加しましたが、生果実の輸入量は輸

入禁止対象となる病害虫が追加されたことで、0.6

倍と減少しました。

那覇植物防疫事務所誕生５０周年を迎えて那覇植物防疫事務所誕生５０周年を迎えて
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【国内検疫】

　他方、既に八重山群島に侵入・定着し、分布拡

大を警戒していたウリミバエが、昭和47（1972）

年９月には沖縄本島でも確認され、その後、奄美

群島へと分布を拡大していきました。このような

中、本土への青果物の移動を解禁するため、同年に、

沖縄県が国庫補助によるウリミバエ撲滅のための

実証事業（根絶防除）を久米島で開始しました。

この事業は昭和53（1978）年９月に成功裏に終了

し、以降、この時に用いられた不妊虫放飼法によ

る大規模な根絶防除が沖縄及び奄美の各地域で展

開されました。同時に、那覇植物防疫事務所、横

浜植物防疫所などが協力し、ミバエ類の完全殺虫

技術の研究が進められ、昭和57（1982）年に蒸熱

処理という飽和水蒸気を用いた新しい消毒方法が

開発され、以降、ピーマンやマンゴウ、ニガウリ

なども消毒することで移動ができるようになりま

した。また、昭和52（1977）年から、もう一つの

重要害虫であるミカンコミバエの根絶防除が沖縄

本島及び周辺諸島で雄を除去する防除方法により

開始され、９年後の昭和61（1986）年には県内全

域でミカンコミバエの根絶が達成されました。

４．平成以降
【輸入検疫】

　沖縄を訪れる海外からの観光客は、平成元年は

11万人程度でしたが、平成24年頃から海外からの

クルーズ船の寄港や、那覇空港の就航便が増加し

たことなどにより年々増加し、平成23年の28万人

から令和元年には293万人と約10倍に増大し、海

外からの病害虫の侵入リスクも比例して高まる中、

観光客の携帯品に対する輸入検疫業務が重要な取

組の一つとなってきました。

【国内検疫】

　沖縄・奄美で継続されていたウリミバエの根絶

防除にあっては、県や関係機関との連携により順

調に進み、ミカンコミバエの根絶に遅れること７

年後の平成５年、遂に根絶が達成されました。沖

縄の八重山群島で最初にウリミバエが確認された

大正８（1919）年から実に74年を経て両ミバエが

根絶されたこととなり、それまで本土への移動が

制限されていたウリ類などの野菜や果物が自由に

持ち出せるようになりました。これによる経済効

果は当時年間10億円ともいわれ、沖縄県の農業発

展に大きく寄与しました。また、この間に得られ

たミバエ類の研究成果や技術は、国際協力の一環

として国際協力事業団（JICA）が開設した研修プ

ログラムを通じて海外に提供されており、那覇植

物防疫事務所も専門技術の指導のため当該プログ

ラムに職員を派遣するなど協力しています。昭和

63（1988）年に開設されたこの研修は30年以上に

わたって現在でも続いており、これまでに43カ国

173名の研修生が受講し、それぞれの国で専門家と

して活躍しています。

　このほか、ミバエ類の根絶後は、サツマイモの

害虫であるアリモドキゾウムシ（Cylas formicarius）

の根絶防除が平成６年に久米島で、平成19年に津

堅島で開始され、それぞれ、平成25年、令和３年

に根絶が達成されました。

５．近年～将来に向けて
　近年、新型コロナウイルス感染症の流行で人の

往来や海外との物流が減少していますが、沖縄は

豊富な観光資源と東南アジアや中国、台湾からの

アクセスのし易さもあって、古来より人の往来・

物流が盛んな地域です。一方、日本の最南に位置

することから、南方から侵入する病害虫を阻止す

る最前線でもあります。

　那覇植物防疫事務所は、病害虫侵入阻止の関所

として、この先の50年も関係機関と連携し、適切

な検疫業務を行っていきます。

クルーズ船が同時停泊した那覇港
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　「ひと房なんぼのたたき売り、サァサァ買うた、

サァ買うた」。バナナのたたき売りの有名な一節で

す。

　大正後期、九州で貿易港として発達していた門

司港には、当時日本の統治下にあった台湾から大

量にバナナが移入されました。バナナは一般市民

にとっては手の届かない高級品の時代でしたが、

輸送中や熟成中に傷んだものを、露天商などが工

夫を凝らした口上で客を集め、安く売りさばいた

ことが、バナナのたたき売りの始まりとされ、門

司港はその発祥の地とも言われています。

　現在、バナナは東南アジアや中南米を中心に全

国の主要な港に専用船、コンテナ及び航空貨物で

輸入されています。その中でも、フィリピンから

専用船による輸入が多くを占めています。そこで

今回は、門司港に輸入されるフィリピン産バナナ

の植物検疫について紹介します。

　フィリピンには、日本が特に侵入を警戒する害

虫のミカンコミバエ種群（Bactrocera dorsalis species 

complex）が発生しており、その寄主植物である成

熟したバナナは輸入が禁止されることから、緑の

未成熟の状態で輸入されています。

　輸入検査は、専用船から荷降ろしされた後に行

われ、荷口全体の確認と規定されている検査数の

抽出から始まります。植物防疫官は、検査場に並

べられたバナナを、果実表面だけでなく容器包装

も含め目視で確認し、病害虫の付着がないかルー

ペなどを駆使し、様々な箇所に注意を払いながら

検査しています。特に房の先端や隙間にはコナカ

イガラムシ科（Pseudococcidae）などの害虫が潜ん

でいることが多く、想定外の病害虫が付着してい

る場合もあり、検査中は気を抜くことができませ

ん。

　検査で病害虫が発見された場合は、植物検疫の

対象となる病害虫かどうか確認するため、迅速に

同定作業を行っています。

　例えば、バナナから発見されるカイガラムシ類

の同定作業では、形態観察のためプレパラート標

本を作製することから、専門的な知識と技術が必

要とされます。検査の結果、不合格となったバナ

ナは、消毒（くん蒸）、廃棄（焼却）又は返送の処

置が行われることになります。発見される害虫の

種類によって、処置は異なりますが、多くの場合、

植物防疫所が指定したくん蒸倉庫で、青酸ガスに

よる殺虫処理が行われています。

　検査に合格するか、消毒が完了したバナナは、

通関を含む一連の輸入手続きを経た後、室（むろ）

という専用の施設で熟成処理され、黄色いおなじ

みの姿で出荷されます。

　バナナに限らず、輸入される植物の品質を損な

うことなく、病害虫の侵入を阻止することが我々

植物防疫官の使命であり、検疫技術習得のため、

日々研鑽を積んでいるところです。

現場リポー
ト　「植物検疫」 水際の最前線 （第３回）　「植物検疫」 水際の最前線 （第３回）

－門司港におけるバナナ生果実の検査現場から－－門司港におけるバナナ生果実の検査現場から－

門司港でのバナナの検査風景
門司港のバナナモニュメント
（関門海峡バナナマン）
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１．輸出検査の申請手続きについて

　植物検疫における輸出検査の受検には、最寄り

の植物防疫所へ検査を申請する必要があります。

この際、検査場所・検査日時などを電話などで植

物防疫所と調整しています。

２．�横浜港・川崎港での輸出検査予約システムの

テスト運用開始

　現在、横浜港・川崎港では、植物防疫所以外の

場所での輸出検査希望が多く、検査日時の調整に

時間を要することがあります。このため、輸出者

の利便性を向上させる目的で、スマホやタブレッ

トなどから検査場所や日時を予約できる輸出検査

予約システム（P-Quick）のテスト運用を令和４年

10月28日から両港で開始しました。

　本システムの導入の結果、輸出者がスマホなど

から無料で24時間予約可能となり、混雑状況や予

約状況がわかるようになりました。

３．システムの検証と今後の展望

　このシステムを利用された方の感想として、「①

夜間でも予約ができるようになった。②面倒な電

話連絡が不要となりスムーズに予約できるように

なった。③予約状況がシステム上で確認でき、会

社内で情報共有が行いやすくなった。」などの声が

寄せられています。こ

のシステムにより予

約手続きが効率的に

行え、輸出者の利便性

の向上がみられまし

た。

　今後、テスト運用の

結果を踏まえ、必要な

改良を行い、対象エリ

アの拡大に向け検討

していく予定です。

　静岡、山梨、長野、新潟の４県は、新たな経済

圏「バイ※・山の洲」を展開し、各県の特産品の相

互購入や圏内の観光交流を促進しています。

　この中で、静岡県は、中部横断自動車道の静岡、

山梨間全線開通を契機と捉え、４県の農産物など

を清水港から輸出する仕組みを構築する「山の洲

産品の清水港輸出拡大事業」に取り組み、清水港

を活用した農産物などの輸出拡大を目指していま

す。

　令和４年９月５日、名古屋植物防疫所清水支所

は、同事業によりタイ向けに輸出される山梨県産

シャインマスカット20箱、100kgの輸出検査を行

ないました。

　同国向けブドウ生果実の輸出は、平成31年４月

に解禁されました。タイが検疫の対象としている

病害虫は、カイガラムシ類、アブラムシ類、アザ

ミウマ類、ハマキガ類、ハダニ類、うどんこ病な

ど41種です。主な検疫条件は、①登録生産園地で

の栽培管理、②登録選果こん包施設での選果・こ

ん包の実施、③こん包への表示（登録生産園地番号、

登録選果こん包施設番号、タイ向けであることな

ど）、④対象病害虫に対する輸出検査です。

　検査では、こん包への表示が適正に行われてい

ることを確認するとともに、病害虫の付着が認め

られなかったことから合格となり、同事業におけ

るタイ向け生果実の初輸出となりました。

　静岡県は、今回の輸出により、鮮度保持技術の

実証や山の洲産品の

集荷体制の構築に向

け た 検 証 な ど を 行

い、清水港を活用し

たミカン、メロン、

イチゴ、モモ、キノ

コなどの農産物の香

港、シンガポール、

台湾への輸出拡大を

目指していくとのこ

とです。

横浜港・川崎港での輸出検査予約システム（P-Quick）の

テスト運用状況について

横浜港・川崎港での輸出検査予約システム（P-Quick）の

テスト運用状況について

清水港から山の洲（くに）産品をタイへ初輸出清水港から山の洲（くに）産品をタイへ初輸出

広報用チラシ

タイ向け輸出検査

※�バイは、by（寄り添う）と

　buy（買う）の両方の意味
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　令和４年８月３日、農林水産省中国四国農政局

が主催し、中国・四国地方の各県の病害虫防除所

職員を対象とした「トマトキバガ同定研修会」が

神戸植物防疫所において開催されました。

　トマトキバガ（Tuta absoluta）は南米原産の羽を

広げると約10mmの小型の蛾で、トマト、バレイ

ショなどのナス科植物に被害を与える重要な害虫

として知られています。平成18年にスペインへの

侵入が確認されて以降、急速に分布を拡大し、令

和３年５月までに台湾、中国などアジアで発生が

確認されていました。日本では、令和３年10月に

熊本県のトマト施設栽培ほ場で確認されて以降、

フェロモン剤を用いた誘殺トラップによる調査を

実施しています。現在までに九州、中国、四国、

近畿地方で誘殺が確認され、今後も発生動向の注

視が必要です。

　現在、中国・四国地方の各県ではトマトキバガ

の発生状況の調査が行われているところですが、

トラップには、他の小型の蛾も誘殺されるため、

種を的確に識別する必要があります。

　研修会では、神戸植物防疫所の同定官が講師と

なり、トラップに誘殺された蛾の回収方法や、ト

マトキバガの外部形態の特徴、生殖器の形態など

の同定方法について解説が行われ、参加者は成虫

を実際に解剖して生殖器を取り出し、種の識別点

を観察するなど実習を行いました。

　参加者からは、顕微鏡を覗きながらの細かな作

業に苦労したとの感想もありましたが、トマトキ

バガの識別方法や小型の蛾の解剖技術を習得でき

たと好評でした。

トマトキバガの同定研修風景

　中国や台湾などのアジア地域から地理的に近い

九州では、同地域向けの建築資材用木材の輸出が

盛んです。令和３年度に全国の植物防疫所の検査

を受けて輸出された木材のうち約７割が門司植物

防疫所管内から輸出されています。特に、九州南

部や東部の港での検査が多く、なかでも後背地に

スギやヒノキ材の生産地域があり、木材を集荷・

集積しやすいことから、国際物流拠点として整備

の進む志布志港が最も多い検査実績を誇ります。

　輸出検疫は相手国の検疫規則に従う必要があり

ます。侵入を警戒している病害虫が国ごとに異な

るため、検疫条件も国ごとに異なります。

　例えば、日本から輸出される樹皮付きの木材の

場合、台湾は検査の結果、検疫有害動植物の付着

がないことを証明した植物検疫証明書を要求して

います。

　一方、中国は検査に加え、輸出前に殺虫効果の

ある消毒を求めていることから、臭化メチルによ

るくん蒸を行い、植物検疫証明書に消毒処理の内

容を記載しています。

　このくん蒸については、陸上（土場）で木材にシー

トを被せて行う天幕くん蒸や、輸出する木材を積

載した船（船倉）で行う本船くん蒸が行われます。

２年程前までは天幕くん蒸が主流でしたが、最近

はくん蒸のための土地（場所）を必要とせず、一

度に多くの木材を消毒できる本船くん蒸が増えつ

つあります。

　管内木材輸出の約９割を占める中国向け木材は、

同国の急激な経済成長による需要の高まりに加え、

オーストラリア産の輸入禁止とロシアの輸出規制

が拍車をかけ、引き続き日本からの輸出量の増加

が見込まれており、今後も適切な植物検疫業務に

取り組んでまいります。

輸出木材の検査

「トマトキバガ同定研修会」 開催
－中国 ・四国各県担当者が参加－

「トマトキバガ同定研修会」 開催
－中国 ・四国各県担当者が参加－

九州から輸出される木材の検査状況九州から輸出される木材の検査状況
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注目情報 植物防疫所のホームページ （https://www.maff.go.jp/pps/） では、
法令改正や輸出入植物検疫に関する最新情報を提供しています。 令和４年12月12日現在

【法令改正関係情報】
●ベトナム産りゅうがん生果実の条件付き輸入解禁について（令和4年11月18日）
「植物防疫法施行規則」が改正され、「農林水産大臣が定める基準」及び「ベトナム産りゅうがんの生果実に関する植物検疫実施細則」に基づき
輸入されるものに限り、輸入が解禁されました。

●植物防疫法の一部改正について（令和5年4月1日施行）
●植物防疫法施行令の一部改正について（令和5年4月1日施行）
●植物防疫法施行規則の一部改正について（令和5年4月1日施行）

【輸入植物検疫関係情報】
●「輸入農業機械に対する植物防疫官による確認の実施期間の再延長について」を掲載しました（令和4年10月1日）

【輸出植物検疫関係情報】
●�「各国の輸入規則等詳細情報」におけるアメリカ合衆国の情報を更新しました。検疫条件データベースが更新さ
れました。（令和4年12月6日）
●台湾向け生果実登録選果こん包施設一覧（令和4年産りんご・なし） を掲載しました（令和4年11月18日）
●タイ向け生果実登録選果こん包施設一覧を更新しました（令和4年11月14日）
●米国向け生果実登録選果こん包施設一覧（令和4年産うんしゅうみかん）を掲載しました（令和4年9月30日）

【国内植物検疫関係情報】
●情報誌「植物防疫所病害虫情報No.128」を掲載しました（令和4年11月15日）

　那覇植物防疫事務所は、那覇空港国際線が新型

コロナウイルス感染症の流行により令和２年３月

から全便運休となって以来２年４か月ぶりに運航

再開されるのを機に、令和４年８月２日に広報活

動を実施しました。広報活動は、海外からの植物

類の持帰りについて注意喚起を図るため、動物検

疫所沖縄支所とともに国際線出発ロビーに隣接す

るイベントホール（YUINICHI広場）で、国際線

出発客や見送り客、広場を訪れた国内観光客の方々

に向けて行いました。

　イベントホールに展示ブースを設け、デジタル

サイネージを利用した日本語と英語による広報動

画の放映、植物検疫のぼり旗、広報資料入りティッ

シュ配布により、出発客や訪れた人々にPRを行い

ました。

　また、植物防疫所公式キャラクターの「ぴーきゅ

ん」と動物検疫所公式キャラクターの「クンくん」

が広場に姿を見せ、植物防疫所と動物検疫所の職

員とともにイベントホール内を巡回して広報活動

を行いました。

　公式キャラクターのコラボレーションは、特に

子供連れの家族に人気があり、多くの方々に足を

止めていただき、植物検疫について知っていただ

けたと思います。

　今後も、多くの方々に関心を持っていただける

よう効果的な活動を積極的に行っていくこととし

ています。

空港での広報活動

那覇空港国際線再開に伴う広報活動那覇空港国際線再開に伴う広報活動
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